
町田市小学校給食用物資納入業者に関する取扱要領 

 

１ 目的 

この要領は、町田市における小学校給食用物資（小中一貫ゆくのき学園含む。以下、

学校給食用物資）購入について、安全・安心な給食用物資を各学校に供給するため、

納入業者の適正な決定を図ることを目的とする。 

  

２ 学校給食用物資納入業者の申請 

（１）基準 

学校給食用物資納入業者の申請基準は、次のとおりとする。 

 ア 立地条件 

   営業所が町田市内または配送が可能な地域内にあること。 

 イ 経営状況 

(ア) 工場、店舗、販売所等固定した営業施設を有していること。 

(イ) 輸送及び連絡を迅速、的確に行う設備があること。 

 ウ 信用状況 

(ア) 社会的に信用を有し、その経営状況が良好であること。 

(イ) 学校給食の趣旨を理解し、協力的であること。 

(ウ) 食品に関する法律その他関係法令等を遵守していること。 

(エ) 引き続いて２年以上その業務を営んでいること。 

(オ) 納税の義務を履行していること。 

 エ 衛生状況 

(ア) 食品衛生法に基づく許可を要する業種については、食品衛生監視票による採

点結果が８０点以上であること。 

なお、採点結果が８０点未満だった場合は、別途、改善策を記載した文書を

提出すること。 



(イ) 食品衛生法に基づく届出を要する業種については、材料倉庫、製品置場、冷

蔵設備その他衛生上必要な設備を完備していること。 

 オ 供給能力 

(ア) 指示する品目及び数量を指定日時に納入する能力を有していること。 

(イ) 緊急の納入等にも対応可能なこと。 

 

（２）申請方法 

納入業者の申請は、「学校給食用物資納入業者申請書」（様式第１号）により、

次に掲げる書類を添えて申請期間内に教育委員会へ申請するものとする。なお、申

請期間はその都度定める。（別表参照） 

ア 食品衛生法に基づく許可を要する申請者の場合は、営業許可証の写し。 

イ 食品衛生法に基づく届出を要する申請者の場合は、営業届出書の写し、または

営業届出申請時に使用した食品衛生責任者の資格を証明する書類の写し。 

ウ 個人の場合は直近年度の市・都民税の納税証明書又は完納証明書。法人の場合

は直近年度の法人市民税の納税証明書又は完納証明書。 

エ 食品衛生法に基づく許可を要する申請者の場合は、申請日以前１年間以内の食

品衛生監視票の写しと申請日以前２箇月以内の従業員の腸内細菌検査結果証

の写し。 

オ 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める書類。 

 

３ 学校給食用物資納入業者の審査 

学校給食用物資納入業者の決定に関わる審査は教育委員会が行う。 

（１） 町田市への納入実績がある業者の場合 

ア 申請基準に合致している業者であること。 

イ 「学校給食用物資納入業者評価基準」を満たしている業者であること。 



ウ イの評価の合計が８０点中４０点以上であれば、合格とする。 

 

（２）新規参入業者の場合 

ア 申請基準に合致している業者であること。 

イ 教育委員会は、「学校給食用物資納入業者評価基準（新規納入業者用）」（様

式第９号）に基づき納入業者の評価を行い、「学校給食用物資納入業者評価表

（新規納入業者用）」（様式第１０号）（４０点満点）を作成する。 

ウ 食品衛生法に基づく届出を要する申請者には、教育委員会が実態調査を実施す

る。実態調査の際には「学校給食用物資納入業者実態調査評価基準」（様式第

１１号）に基づき評価を行い、「学校給食用物資納入業者評価表」（様式第１

２号）（４０点満点）を作成する。 

＜学校給食用物資納入業者評価基準作成の流れ＞ 

① 学校から教育委員会への「学校給食用物資納入業者評価表」の提出 

当該業者から納入を行っている学校において「学校給食用物資納入業者評価

基準（学校用）」（様式第２号）に基づき納入業者の評価を行い、「学校給

食用物資納入業者評価表（学校用）」（様式第３号）を作成する。教育委員

会は、学校から「学校給食用物資納入業者評価表」（４０点満点）の提出を

受ける。 

② 「学校給食用物資納入業者評価表」の採点基準 

各学校から提出された「学校給食用物資納入業者評価表」の平均点を学校か

らの評価とする。 

③ 教育委員会での「学校給食用物資納入業者評価表」の作成 

教育委員会で、「学校給食用物資納入業者評価基準（教育委員会用）」（様

式第４号）に基づき納入業者の評価を行い、「学校給食用物資納入業者評価

表（教育委員会用）」（様式第５号）（４０点満点）を作成する。 



エ 食品衛生法に基づく許可を要する申請者の場合はイの評価の点数が４０点中

２０点以上、食品衛生法に基づく届出を要する申請者の場合はイ及びウの評価

の点数がそれぞれ４０点中２０点以上であれば、合格とする。 

 

４ 学校給食用物資納入業者の決定 

申請のあった業者のうち、審査の結果教育委員会が合格と認めたものは、町田市小

学校給食用物資納入業者として決定を行う。なお、審査の結果不合格となった場合に

は、その理由を付すこととする。 

 

５ 決定の通知等 

（１）教育委員会は、納入業者を決定したときは、「学校給食用物資納入業者決定通

知書」（様式第６号）により当該業者にその旨を通知する。 

（２）決定の通知を受けた業者は、教育委員会から送付された「学校給食用物資納入

契約書」（様式第８号）の取り交わしを指定の期日内に行わなければならない。 

（３）教育委員会は、納入業者を決定しない場合は、「学校給食用物資納入業者不決

定通知書」（様式第７号）により当該業者にその理由を付して通知する。不決

定通知を受けた納入業者は、当該年度中再度の申請をすることができない。 

 

６ 除外 

公益財団法人 東京都学校給食会については、この要領の規定から除外する。 

 

７ 一部除外 

地場農産物生産者については、「３ 学校給食用物資納入業者の審査」「４ 学校

給食用物資納入業者の決定」の規定を問わず契約を行う。申請基準及びその他の規定

については、この要領のとおりとする。 

 



８ その他 

（１）申請内容の変更 

納入業者は、営業内容その他申請内容に変更が生じた場合は、速やかに「学校給食

用物資納入業者内容変更届」（様式第１３号）を提出しなければならない。 

 

（２）衛生管理 

 ア 食品衛生法に基づく許可を要する業者は、毎月二回従業員の腸内細菌検査を実

施し、教育委員会が求めた場合は速やかにその結果の写しを提出すること。 

 イ 全ての業者は、給食用物資の製造工程及び保管等について衛生管理に努めるこ

と。 

 ウ 教育委員会は、必要に応じ業者の事業所等の実態調査を行うことができる。 

 

（３）納入業者決定の取消 

教育委員会は、納入業者が次の号のいずれかに該当するときは、決定を取消しする

ことができる。 

 ア 申請基準・決定基準に適合しなくなったとき。 

 イ 教育委員会が特に不適当と認めたとき。 

 

付則 この要領は、令和２年１２月１日から施行する。 

付則 この要領は、令和８年１月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



提出書類一覧 

 

〇：必ず提出するもの ×：提出の必要がないもの 

※営業届出の申請時に使用した食品衛生責任者の資格を証明するもの（食品衛生責任

者手帳等） 

 

 

営業許可証（写）

営業届出書(写)
又は

食品衛生責任者の
資格を証明する書類

(写)※

食品衛生監視票
（写）

従業員
腸内細菌検査
結果表（写）

納税証明書又は
完納証明書

× 〇 × × 〇

× 〇 × × 〇

〇 × 〇 〇 〇

〇 × 〇 〇 〇

〇 × 〇 〇 〇

製　造 〇 × 〇 〇 〇

販　売 〇 × 〇 〇 〇

× 〇 × × 〇

生鮮野菜及び果物 × × × × 〇

牛乳及び乳製品 〇 × 〇 〇 〇

卵 〇 × 〇 × 〇

取扱い物資種別

乾　物

米

精　肉

鮮　魚

豆　腐

麺
　
類

生鮮野菜及び果物

地
　
場
　
産

別 表


